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研究成果の概要（和文）：本研究課題では，確率的フロンティア分析の考え方をもとにエネルギー効率指標を開
発し，地域経済のエネルギー効率の評価と経済学的な示唆について議論した。さらに，開発した指標をもとに，
エネルギー効率の改善に果たす社会経済的な要因を分析することによって，地域経済の発展におけるエネルギー
効率の改善が果たす役割を明確に定義した。これらの分析結果を踏まえ，低炭素社会に向けた望ましい地域政策
を議論した。その結果，人口や産業の空間的な集積，地域間の交通アクセスの改善が地域経済のエネルギー効率
の改善に寄与する可能性が示された。そして，生産性と電化率の改善がエネルギー効率の改善と両立することが
定量的に示された。

研究成果の概要（英文）：This research project developed a new energy efficiency index to evaluate 
the energy efficiency of Japan’s regional economy, and offered suggestions for energy efficiency 
improvement in the economy. Furthermore, by analyzing the socioeconomic factors influencing energy 
efficiency, this project discussed the importance of energy efficiency improvement in the 
development of regional economy. Based on the analysis results, this research discussed desirable 
regional policies for a low-carbon society. The results suggest that the spatial agglomeration of 
population and industries as well as increased traffic accessibility among regions may contribute to
 the improvement of energy efficiency in the regional economy. Moreover, it was quantitatively shown
 that the enhancement of productivity and electricity ratio are both compatible with the improvement
 of energy efficiency.

研究分野： 地域科学，エネルギー経済学
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１．研究開始当初の背景 
（１）環境制約の高まりを受け，地域経済成
長と同時にエネルギー効率を高めて CO2 排
出量を抑制していくことは，今後の日本にと
って重要な政策課題である。日本では，1997
年の京都議定書採択および 2005 年の同発効
を契機に，環境関連の法制度整備に伴う様々
な環境データの整備が進められている。これ
らのデータを使った研究成果を，低炭素社会
に向けたより良いエネルギー・環境政策や地
域経済発展に結びつけることが期待されて
いる。 
 
（２）日本のエネルギー環境政策の立案のた
めには，エネルギー効率の実態把握が必要で
ある。しかしながら，日本の地域を対象とし
てエネルギー効率指標を計測し，要因分析を
行った研究事例は存在しない。その背景には，
エネルギー効率を計測する複数の指標が提
案されているものの，それぞれに長所・短所
があることや，エネルギー効率の計測手法に
主要な焦点が当てられ，その要因分析まで十
分に行われていないことがある。しかしなが
ら，この問題を総合的に検討し，日本の地域
におけるエネルギー・環境政策の検討に結び
付けるためには，地域経済レベルでの適切な
エネルギー効率指標の開発と計測，それを使
った要因分析が求められる。 
 
２．研究の目的 
本研究では，環境制約下における日本の地

域経済成長のために，エネルギー効率が果た
す役割を明らかにする。環境制約の高まりの
中，地域経済の持続的発展とエネルギー・環
境問題の両立に向けて地域経済活性化策を
総合的に検討する必要がある。そのため，本
研究では，日本の地域経済におけるエネルギ
ー効率に着目し，エネルギー効率指標を開
発・計測する。そのうえで，エネルギー効率
の改善要因を定量的に分析する。それにより，
エネルギー効率の改善を促進し，低炭素社会
の実現に貢献する，日本の望ましい地域経
済・環境政策を検討する。 
 
３．研究の方法 
（１）エネルギー効率や省エネルギーに関す
る最新の先行研究や文献整理を行い，本研究
の位置づけを確認するとともに，分析に必要
な地域経済レベルのエネルギー統計，環境関
連統計，生産活動関連データを収集し整備す
る。整備したデータを使い，基本統計量など
基礎的なデータ解析を行う。データ解析結果
から，地域経済のエネルギー効率に関してど
のような傾向や特徴が見られるのか，大枠の
姿を把握する。 
 
（２）地域経済レベルにおいて，エネルギー
効率を計測する適切な指標を開発する。確率
的フロンティア分析（Stochastic Frontier 
Analysis）の手法をもとに，エネルギー効率

の値を計測することを試み，計測された指標
の有効性を検討する。開発したエネルギー効
率指標を使い，地域経済成長にエネルギー効
率の改善が及ぼす影響を，計量経済学や数理
モデルの応用手法を適用して明らかにする。 
 
（３）分析結果の考察から，地域経済成長と
エネルギー効率の両立による，低炭素社会に
向けた総合的な地域政策を検討する。 
 
４．研究成果 
（１）本研究では，地域経済における新たな
エネルギー効率指標を開発し，開発した指標
を用いてエネルギー効率の改善要因を分析
した。具体的には，確率的フロンティア分析
の考え方をもとに，エネルギー効率指標を開
発し，その分析手法を用いることで可能にな
る，地域経済のエネルギー効率の評価と経済
学的な示唆について議論した。さらに，開発
したエネルギー効率をもとに，エネルギー効
率の改善に果たす社会経済的な要因を分析
することによって，地域経済の発展における
エネルギー効率の改善が果たす役割を明確
に定義した。これらの分析結果を踏まえ，低
炭素社会に向けた望ましい地域政策を議論
した。 
 
（２）本研究課題の実証研究を通じて，エネ
ルギーの総需要にとどまらず，需要用途別の
観点から，人口や産業の空間的な集積，地域
間の交通アクセスの改善が地域経済のエネ
ルギー効率の改善に寄与する可能性が示さ
れた。本研究課題で行った主な実証研究例は
以下のとおりである。 
 
① エネルギー効率と人口集積 
エネルギー需要の変動を規定するエネル

ギー消費原単位の地域別動向を観察した結
果，各地域の人口集積度とエネルギー消費原
単位の動向に関連があることが明らかとな
った（図 1）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 1 人口の変化率とエネルギー消費原単位

の変化率の関係 
 
人口集積が地域経済の生産性を向上させる
役割を果たすことは「集積の経済」として知



られている。その効果に加えて，図の傾向は
人口集積がエネルギー効率を改善させる可
能性を示唆している。そこで，本研究課題で
は，作成したデータベースを活用して，地域
別エネルギー効率指標を開発・計測し，エネ
ルギー効率指標の変動要因を定量的に評価
した。その結果，人口集積が地域別エネルギ
ー効率指標の改善に重要な影響を与えたこ
とが明らかとなった。そして，家庭用電力需
要の観点からも人口集積のエネルギー効率
に対する影響を実証的に明らかにすること
を試みた。その結果，都市部への人口集中は，
地域全体において省エネルギーを実現させ
るだけでなく，家庭部門における節電につな
がる可能性があることが実証的に明らかと
なった。 
 
② エネルギー効率と生産性 
産業部門のエネルギー需要の大半を構成

する製造業に着目し，製造業の個別部門（化
学・繊維・紙パ，鉄鋼・非鉄・窯業土石，機
械）におけるエネルギー効率を計測し，その
変動要因を分析した。その結果，製造業の個
別部門では，エネルギー効率の改善が生産性
の上昇と両立する可能性が示された（図２）。
そのうえで，産業集積に伴う生産性の上昇が
エネルギー効率の改善と両立する可能性が
あることが定量的に示された。なお，仮説群
の検証において，産業集積が生産性に与える
影響については Otsuka(2017)において事前
に確認された。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
図２ エネルギー効率と生産性の分析にお
いて検証された仮説群 
 
 
③ エネルギー効率と電化率 
 家庭部門のエネルギー需要において電化
の影響を考察するため，家庭部門においてエ
ネルギー効率を計測するとともに，エネルギ
ー効率の変動要因として電化の影響を分析
した。その結果，エネルギー非効率性と電化
率との関係には負の相関関係があることが
明らかとなった（図３）。詳細な定量分析の
結果，電化の進展がエネルギー効率を改善さ
せる可能性があること，特に集合住宅への居

住の進展が電力の消費効率を改善させるこ
とが明らかとなった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図３ エネルギー非効率性と電化率の時系

列関係（1991-2007） 
 
以上の結果は，日本の国土形成計画の特徴

の一つである産業集積や「コンパクトシテ
ィ」の形成が地域経済の生産性向上だけでな
く，エネルギー効率を高める可能性を示して
おり，それらの有効性について多面的に議論
した。 
 
（３）本研究の研究成果により，地域経済成
長とエネルギー効率の改善の両立に向けた
これまでの研究を，より一層発展・昇華させ
ることができた。一連の研究成果から，地域
経済における低炭素社会の実現を，エネルギ
ー効率の観点から評価する方法と，その地域
経済政策への利用可能性を示すことにより
学術的貢献を行った。その結果，本研究課題
で開発したエネルギー効率指標は，国際地域
学 会 （ Regional Science Association 
International）で評価され，2017 年 11 月に
国際学会賞 “RSPP Annual Paper Award 
2017”を受賞するに至った。受賞論文は，本
研究課題の成果の一つである“Estimation 
and determinants of energy efficiency in 
Japanese regional economies.” (Regional 
Science Policy & Practice) である。 
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